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フィデリティ・マネー・プール VA（適格機関投資家専用）

Ⅰ 投資信託（ファンド）の状況

１ 名 称

以下、「ファンド」ということがあります。

２ 目的及び基本的性格

※ファンドの基本的性格：ファンドは追加型株式投資信託であり、一般社団法人投資信託協会が定める商品の分類方法において

「追加型投信/国内/債券」に分類されます。

※信託期間は原則無期限です。ただし、ファンドの残存口数が 30 億口を下回った場合等は、委託会社は信託を終了することがで

きます。

３ 特 色

１
本邦通貨表示の公社債等（国債、地方債、政府保証債、利付金融債、事業債、短期金

融商品等）を主要な投資対象とし、安定した収益の確保を図ることを目的として運用を

行ないます。

２
外貨建資産については、為替ヘッジにより為替変動リスクの低減を図ることを基本と

します。

３

運用に際して

ファンドは、安定した収益と流動性の確保を図ることを目的として運用を行ないます。投

資判断にあたっては、組入資産の信用力（クレジット）を最も重視し、金利水準の変化が

ポートフォリオへ与える影響を限定的なものとするため、組入資産の残存期間に留意し

ます。また、流動性確保の観点から充分な分散投資を行なうことを基本とします。
● 信用リスクの低減：格付による制限

原則として取得時において、長期格付 A 格相当以上、または短期格付 A-2 格相当以上の格付を有する
公社債およびそれと同等の信用力を有すると判断した公社債に投資を行ないます。

● 金利変動リスクの低減：残存期間による制限
投資を行なう公社債の残存期間は、原則として 1 年以内とします（変動利付債については、次回利払

日までの日数を残存期間とみなします。）。
組入資産の平均残存日数は、原則として１８０日以内とします。
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ファンドは、安定した収益の確保を図ることを目的として運用を行ないます。

１．投資信託（ファンド）の性格

長期債券格付 短期債券格付

S&P 社 ムーディーズ社 S&P 社 ムーディーズ社

投資適格格付

AAA Aaa A-1 P-1

AA Aa A-2 P-2

A A A-3 P-3

BBB Baa

投機的格付

BB Ba B NP

B B C

CCC Caa D

CC Ca 

C C
D

ﾌｧﾝﾄﾞの
投資対象
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４ 「ファミリーファンド方式」＊１により運用を行ないます。

５
マザーファンドの運用にあたっては、FILインベストメント・マネジメント（香港）・リミテッド＊

２に、運用の指図に関する権限を委託します。
※資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合もあります。
＊１ ファンドは「フィデリティ・マネー・プール・マザーファンド」を通じて投資を行ないます。上記はファンドの主

たる投資対象であるマザーファンドの特色および投資方針を含みます。
＊２ FIL インベストメント・マネジメント(香港)・リミテッドおよびフィデリティ投信株式会社は、独立系資産運用グ

ループのフィデリティ・インターナショナルの一員です。
フィデリティ・インターナショナルは、世界で250万以上のお客さまに投資に関するソリューション・サービス、
退職関連の専門的知見を提供しています。

※運用担当者の変更等により、運用の指図に関する権限の委託（再委託も含みます。）について、委託会社ま
たは委託先のグループ会社間における運用の指図に関する権限の委託を受ける者、委託の内容、委託の
有無等を変更する場合があります。なお、この場合においても、基本的にファンドに係る運用方針や運用ス
タイル等が変更されるものではありません。

４ 仕組み

フィデリティ・マネー・プール

VA（適格機関投資家専用）

フ ァ ン ド

三菱 UFJ 信託銀行株式会社

（再信託受託会社：日本マスター

トラスト信託銀行株式会社）

信託財産の保管・管理等

証券投資信託契約

ファンドの募集・販売の取

扱等に関する契約

フィデリティ投信株式会社

信託財産の運用指図等

委 託 会 社

ファンドの募集・販売の取扱い、一

部解約の実行の請求の受付、収益

分配金の再投資、収益分配金・償

還金・一部解約金の支払等

販 売 会 社

受益者

受 託 会 社

投資顧問契約

フィデリティ・マネー・

プール・マザーファンド

マザーファンド

ＦＩＬインベストメント・

マネジメント（香港）・リミテッド

マザーファンドの運用の指図

運用の委託先
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１ 投資方針と主な投資対象

○実質組入外貨建資産※１については、為替ヘッジにより為替変動リスクの低減を図ることを基本とします。

○有価証券等の価格変動リスクおよび為替変動リスクを回避するため、国内において行なわれる有価証券先物取

引（金融商品取引法第 28 条第８項第３号イに掲げるものをいいます。以下同じ。）、有価証券指数等先物取引

（金融商品取引法第 28 条第８項第３号ロに掲げるものをいいます。以下同じ。）、有価証券オプション取引（金融

商品取引法第 28 条第８項第３号ハに掲げるものをいいます。以下同じ。）、通貨に係る先物取引、通貨に係る選

択権取引、金利に係る先物取引および金利に係るオプション取引ならびに外国の市場におけるこれらと類似の

取引（以下「有価証券先物取引等」といいます。）を行なうことができます。

○投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクおよび為替変動リスクを回

避するため、異なった通貨、異なった受取り金利または異なった受取り金利とその元本を一定の条件のもとに交

換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行なうことができます。

○投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクおよび為替変動リスクを回避

するため、金利先渡取引※２および為替先渡取引※３を行なうことができます。

○資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合もあります。

○投資対象の詳細につきましては「３．その他詳細情報」をご参照ください。

※１「実質組入外貨建資産」とは、ファンドに属する外貨建資産とマザーファンドの投資信託財産に属する外貨建資産のうちファンドに属する

とみなした額（ファンドに属するマザーファンドの時価総額にマザーファンドの投資信託財産の純資産総額に占める外貨建資産の時価
総額の割合を乗じて得た額をいいます。）との合計額をいいます。

※２「金利先渡取引」は、当事者間において、あらかじめ将来の特定の日（以下「決済日」といいます。）における決済日から一定の期間を経

過した日（以下「満期日」といいます。）までの期間に係る国内または海外において代表的利率として公表される預金契約または金銭の
貸借契約に基づく債権の利率（以下「指標利率」といいます。）の数値を取り決め、その取り決めに係る数値と決済日における当該指標
利率の現実の数値との差にあらかじめ元本として定めた金額および当事者間で約定した日数を基準とした数値を乗じた額を決済日に

おける当該指標利率の現実の数値で決済日における現在価値に割り引いた額の金銭の授受を約する取引をいいます。

※３「為替先渡取引」は、当事者間において、あらかじめ決済日から満期日までの期間に係る為替スワップ取引（同一の相手方との間で直

物外国為替取引および当該直物外国為替取引と反対売買の関係に立つ先物外国為替取引を同時に約定する取引をいいます。以下こ

の段落において同じ。）のスワップ幅（当該直物外国為替取引に係る外国為替相場と当該先物外国為替取引に係る外国為替相場との
差を示す数値をいいます。以下この段落において同じ。）を取り決め、その取り決めに係るスワップ幅から決済日における当該為替スワ
ップ取引の現実のスワップ幅を差し引いた値にあらかじめ元本として定めた金額を乗じた額を決済日における指標利率の数値で決済

日における現在価値に割り引いた額の金銭またはその取り決めに係るスワップ幅から決済日における当該為替スワップ取引の現実の
スワップ幅を差し引いた値にあらかじめ元本として定めた金額を乗じた金額とあらかじめ元本として定めた金額について決済日を受渡
日として行なった先物外国為替取引を決済日における直物外国為替取引で反対売買したときの差金に係る決済日から満期日までの

利息とを合算した額を決済日における指標利率の数値で決済日における現在価値に割り引いた額の金銭の授受を約する取引をいい
ます。

マザーファンド受益証券への投資を通じて、主として本邦通貨表示の公社債等（国債、地方債、政府保証債、利付

金融債、事業債、短期金融商品等）に投資を行ない、安定した収益の確保を図ることを目的として運用を行ないま

す。

２．投資方針および投資リスク
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【参考情報】マザーファンドの投資方針と主な投資対象

フィデリティ・マネー・プール・マザーファンド

①本邦通貨表示の公社債等（国債、地方債、政府保証債、利付金融債、事業債、短期金融商品等）を主要な

投資対象とします。

②主として本邦通貨表示の公社債等（国債、地方債、政府保証債、利付金融債、事業債、短期金融商品等）

に投資を行ない、利息等収入の確保をはかります。

③投資を行なう公社債の格付けに関しては、信用リスクの低減を図るため、原則として取得時において 1 社以

上の信用ある格付機関により長期格付 A 格相当以上、または短期格付 A-2 格相当以上の格付けを有する

公社債およびそれと同等の信用度を有すると判断した公社債に投資を行ないます。なお、譲渡性預金

（CD）、定期性預金についても原則として上記の格付けを満たすと判断したものに投資を行ないます。

④投資を行なう公社債の残存期間は、原則として 1 年以内とします。なお、変動利付債については、次回利払

日までの日数を残存期間とみなします。

⑤投資信託財産への組入資産の平均残存日数は、原則として 180 日以内とします。

⑥外貨建資産については、為替ヘッジにより為替変動リスクの低減を図ることを基本とします。

⑦有価証券等の価格変動リスクおよび為替変動リスクを回避するため、有価証券先物取引等を行なうことが

できます。

⑧投資信託財産に属する資産の効率的な運用ならびに価格変動リスクおよび為替変動リスクを回避するた

め、スワップ取引を行なうことができます。

⑨投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引および為替先渡取引を行なうこ

とができます。

⑩資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合もあります。
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２ 運用体制

ファンドの主要投資対象であるマザーファンドの運用にあたっては、FIL インベストメント・マネジメント(香港)・リ

ミテッドに運用の指図に関する権限を委託します。

○ 運用の委託先は、運用の指図に関する権限の範囲内において、ポートフォリオの構築を行ないます。

○ 運用部門では、ファンドの運用等を行ないます。

○ パフォーマンス分析部門では、ファンドのパフォーマンス分析等を行ないます。

○ 運用に関するコンプライアンス部門では、ファンドの法令および各種運用規制等の遵守状況のモニタリング等

を行ないます。

  ＜ファンドの運用体制に対する管理等＞

投資リスクの管理および投資行動のチェックについては、運用の委託先の運用部門が自ら行なう方法と、運用の

委託先の運用部門から独立している運用に関するコンプライアンス部門が行なう方法を併用し検証しています。

・ 運用部門では、部門の担当責任者とポートフォリオ・マネージャーによるミーティング等を実施し、さまざまなリ

スク要因について協議しています。

・ 運用に関するコンプライアンス部門では、ファンドが法令および各種運用規制等を遵守して運用されているか

がチェックされ、モニタリングの結果を運用部門および必要に応じて適宜委託会社における運用に関するコン

プライアンス部門にフィードバックしています。

なお、委託会社では、インベストメント・リスク・オーバーサイト・コミッティを設置しています。

インベストメント・リスク・オーバーサイト・コミッティは、商品開発部門、パフォーマンス分析部門、運用に関するコ

ンプライアンス部門のメンバー等から構成されており、日本株式以外を主たる投資対象とするファンドや外部運用委

託を行なっているファンド等の運用が、その投資目的や運用方針に準拠しているかを検証しています。同コミッティ

は、原則として月次で開催され、必要に応じて適宜開催されます。

ファンドの関係法人である受託会社の管理として、受託会社より原則として年１回、内部統制に関する報告書を

入手しているほか、必要に応じて適宜ミーティング等を行なっています。

※上記「２ 運用体制」の内容は、今後変更となる場合があります。

※運用担当者の変更等により、運用の指図に関する権限の委託（再委託も含みます。）について、委託会社または委

託先のグループ会社間における運用の指図に関する権限の委託を受ける者、委託の内容、委託の有無等を変更する

場合があります。なお、この場合においても、基本的にファンドに係る運用方針や運用スタイル等が変更されるもので

はありません。
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３ 主な投資制限

【参考情報】マザーファンドの主な投資制限

ファンドの法令および約款に基づく主な投資制限は以下の通りです。

①公社債への実質投資割合※

制限を設けません。

②株式への実質投資割合

株式への実質的な直接投資は行ないません。株式への実質的な投資は、転換社債の転換および新株予

約権（新株予約権付社債のうち会社法第 236 条第１項第３号の財産が当該新株予約権付社債についての

社債であって当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしている

もの（以下会社法施行前の旧商法第 341 条ノ３第１項第７号および第８号の定めがある新株予約権付社債

を含め「転換社債型新株予約権付社債」といいます。）の新株予約権に限ります。）の行使により取得したも

のに限り、株式への実質投資割合は投資信託財産の純資産総額の５％以内とします。

③外貨建資産への実質投資割合

投資信託財産の純資産総額の 30％以下とします。（当該外貨建資産については、為替ヘッジのため外国為

替の売買の予約を行なうことができます。）

④同一銘柄の株式への実質投資割合

投資信託財産の純資産総額の５％以内とします。

⑤同一銘柄の転換社債等への実質投資割合

取得時において投資信託財産の純資産総額の 10％以内とします。

⑥マザーファンド受益証券以外の投資信託証券への実質投資割合

投資信託財産の純資産総額の５％以内とします。

※「実質投資割合」とは、ファンドの投資信託財産の純資産総額に対する、ファンドの投資信託財産に属する①から⑥に掲げる各種の資

産の時価総額とマザーファンドの投資信託財産に属する当該資産の時価総額のうちファンドの投資信託財産に属するとみなした額との

合計額の割合を意味します。「ファンドの投資信託財産に属するとみなした額」とは、ファンドの投資信託財産に属するマザーファンドの受

益証券の時価総額に、マザーファンドの投資信託財産の純資産総額に占める当該資産の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。

投資制限の詳細につきましては、「３．その他詳細情報」をご参照ください。

フィデリティ・マネー・プール・マザーファンド

①公社債への投資割合

制限を設けません。

②株式への投資割合

株式への直接投資は行ないません。株式への投資は、転換社債の転換および新株予約権（新株予約権付

社債のうち会社法第 236 条第１項第３号の財産が当該新株予約権付社債についての社債であって当該社

債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているもの（以下会社法施

行前の旧商法第 341 条ノ３第１項第７号および第８号の定めがある新株予約権付社債を含め「転換社債型

新株予約権付社債」といいます。）の新株予約権に限ります。）の行使により取得したものに限り、株式への

投資割合は投資信託財産の純資産総額の５％以内とします。

③外貨建資産への投資割合

投資信託財産の純資産総額の 30％以下とします。（当該外貨建資産については、為替ヘッジのため外国為

替の売買の予約を行なうことができます。）

④同一銘柄の株式への投資割合

投資信託財産の純資産総額の５％以内とします。

⑤同一銘柄の転換社債等への投資割合

取得時において投資信託財産の純資産総額の 10％以内とします。

⑥投資信託証券への投資割合

投資信託財産の純資産総額の５％以内とします。
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４ 投資リスクについて

主な変動要因

＜価格変動リスク＞

基準価額は有価証券等の市場価格の動きを反映して変動します。有価証券等の発行企業が経営不安、倒産等に陥
った場合には、投資資金が回収できなくなる場合があります。

＜信用リスク＞

有価証券等への投資にあたっては、発行体において利払いや償還金の支払いが遅延したり、債務が履行されない
場合があります。

＜金利変動リスク＞

公社債等は、金利の変動を受けて価格が変動します。一般に金利が上昇した場合には債券価格は下落し、金利が
低下した場合には債券価格は上昇します。

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

その他の留意点

＜為替変動リスク＞

為替ヘッジを行なうことで、為替変動リスクの低減を図りますが、為替変動リスクを完全に排除できるものではありま
せん。なお、為替ヘッジを行なう際には当該通貨と円の金利差相当分のヘッジコストがかかる場合があります。

上記投資リスクに対する管理体制は以下のとおりです。

投資リスク管理および投資行動のチェックについては、運用の委託先の運用部門が自ら行なう方法と、運用の委託
先の運用部門から独立している運用に関するコンプライアンス部門が行なう方法を併用し検証しています。

・ 運用部門では、部門の担当責任者と運用の指図を行なうポートフォリオ・マネージャーが「ポートフォリオ・レビュ
ー・ミーティング」を実施し、さまざまなリスク要因について協議しています。ポートフォリオ・マネージャーは銘柄選
定、業種別配分、投資タイミングの決定等についての権限を保有していますが、この「ポートフォリオ・レビュー・ミ
ーティング」では、各ポートフォリオ・マネージャーのポートフォリオ構築状況がレビューされます。この情報共有に
よって、ポートフォリオ・マネージャーが個人で判断することに起因するリスクが管理される仕組みとなっていま
す。

・ 運用に関するコンプライアンス部門では、ファンドが法令および各種運用規制等を遵守して運用されているかが
チェックされ、モニタリングの結果を運用部門および必要に応じて適宜委託会社における運用に関するコンプライ
アンス部門にフィードバックしています。

なお、委託会社では、インベストメント・リスク・オーバーサイト・コミッティを設置しています。
インベストメント・リスク・オーバーサイト・コミッティは、商品開発部門、パフォーマンス分析部門、運用に関するコン

プライアンス部門のメンバー等から構成されており、日本株式以外を主たる投資対象とするファンドや外部運用委託を
行なっているファンド等の運用が、その投資目的や運用方針に準拠しているかを検証しています。同コミッティは、原
則として月次で開催され、必要に応じて適宜開催されます。

※投資リスクの管理体制は変更となる場合がありますが、ファンドの基本的なリスクの管理体制が変更されるものではあ
りません。

投資信託は預貯金と異なります。

ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので基準価額は変動し、投資元本を割り込むことがあります。

ファンドの運用による損益はすべて受益者の皆様に帰属します。したがって、受益者の皆様の投資元本は保証さ

れているものではなく、基準価額の下落により、損失が生じることがあります。ファンドが有する主なリスク等（ファ

ンドが主に投資を行なうマザーファンドが有するリスク等を含みます。）は以下の通りです。
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１ フィデリティ・マネー・プールＶＡ（適格機関投資家専用）の投資対象

① 投資の対象とする資産の種類

当ファンドにおいて投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。

1. 次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第

２条第１項で定めるものをいいます。以下同じ。）

イ 有価証券

ロ デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第２条第 20 項に規定するも

のをいい、後記 １ フィデリティ・マネー・プールＶＡ（適格機関投資家専用）

の投資対象 ④ その他の投資対象 2.から６.に定めるものに限ります。）

ハ 金銭債権

ニ 約束手形

2. 次に掲げる特定資産以外の資産

イ デリバティブ取引に係る権利と類似の取引に係る権利

ロ 為替手形

② 投資対象とする有価証券

委託会社は、信託金を、主としてマザーファンド受益証券および次の有価証券（金融

商品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を除

きます。）に投資することを指図します。また、保有する有価証券（投資信託及び投資法

人に関する法律施行規則第 22 条第１項第１号イからハまでに掲げるものに限ります。）を

もってマザーファンドの受益証券へ投資することを指図できます。

1. 国債証券

2. 地方債証券

3. 特別の法律により法人の発行する債券

4. 社債券および社債と同時に募集され割り当てられた新株予約権証券

5. 特定目的会社に係る特定社債券（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 4 号で定め

るものをいいます。）

6. 転換社債の転換および新株予約権（転換社債型新株予約権付社債の新株予

約権に限ります。）の行使により取得した株券

7. コマーシャル・ペーパー

8. 外国または外国の者の発行する証券または証書で、1.から 7.までの証券または

証書の性質を有するもの

9. 投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第2条第１項第10

号で定めるものをいいます。なお、公社債投資信託または公社債を主たる投資

対象とする株式投資信託の受益証券に限るものとし、外国の者が発行する証

券でこれらの受益証券の性質を有するものを含みます。以下同じ。）

10. 投資証券もしくは投資法人債券または外国投資証券（金融商品取引法第 2 条

第 1 項第 11 号で定めるものをいいます。なお、公社債を主たる投資対象とする

投資証券または外国投資証券に限るものとします。以下同じ。）

11. 外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 18 号で定める

ものをいいます。）

12. 外国法人が発行する譲渡性預金証書

13. 指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第 2 条第１項第 14 号で定める受

益証券発行信託の受益証券に限ります。）

14. 抵当証券（金融商品取引法第 2 条第１項第 16 号で定めるものをいいます。）

15. 貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第 2 条第 1 項第 14 号で定める

受益証券発行信託の受益証券に表示されるべきもの

16. 外国の者に対する権利で 15.の有価証券の性質を有するもの

なお、６.および８.の証券または証書のうち 6.の証券または証書の性質を有するものを

以下「株式」といい、1.から 5.までの証券および 8.の証券または証書のうち 1.から 5.まで

の証券の性質を有するものを以下「公社債」といい、9.の証券および 10.の証券を以下

「投資信託証券」といいます。

③ 投資対象とする金融商品

前記②にかかわらず、ファンドの設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、

委託会社が運用上必要と認めるときには、委託会社は、信託金を、次に掲げる金融商品

（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権

利を含みます。）により運用することを指図することができます。

1. 預金

2. 指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第 14 号に規定する受益証券発

行信託を除きます。）

3. コール・ローン

4. 手形割引市場において売買される手形

5. 貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるも

の

6. 外国の者に対する権利で 5.の権利の性質を有するもの

④ その他の投資対象

1. 投資信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付け

ることの指図をすることができます。なお、当該売付けの決済については、株券

の引渡しまたは買戻しにより行なうことの指図をすることができます。

2. 投資信託財産が運用対象とする有価証券の価格変動リスクを回避するため、

わが国の取引所（金融商品取引法第２条第 16 項に規定する金融商品取引所

および金融商品取引法第２条第８項第３号ロに規定する外国金融商品市場を

「取引所」といい、取引所のうち、有価証券の売買または金融商品取引法第 28

条第８項第３号もしくは同項第５号の取引を行なう市場および当該市場を開設

するものを「証券取引所」といいます。以下同じ。）における有価証券先物取引、

有価証券指数等先物取引および有価証券オプション取引ならびに外国の取引

所におけるこれらの取引と類似の取引を行なうことの指図をすることができます。

なお、選択権取引は、オプション取引に含めるものとします（以下同じ。）。

3. 投資信託財産に属する資産の為替変動リスクを回避するため、わが国の取引

所における通貨に係る先物取引ならびに外国の取引所における通貨に係る先

物取引および先物オプション取引を行なうことの指図をすることができます。

4. 投資信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避するため、わが国の取引

所における金利に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の取引所

におけるこれらの取引と類似の取引を行なうことの指図をすることができます。

5. 投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動

リスクおよび為替変動リスクを回避するため、スワップ取引を行なうことの指図を

することができます。なお、スワップ取引を行なうにあたり、担保の提供あるいは

受入れが必要と認めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行なうもの

とします。

6. 投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動

リスクおよび為替変動リスクを回避するため、金利先渡取引および為替先渡取

引を行なうことの指図をすることができます。なお、金利先渡取引および為替先

渡取引を行なうにあたり、担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担

保の提供あるいは受入れの指図を行なうものとします。

7. 投資信託財産の効率的な運用に資するため、投資信託財産に属する株式およ

び公社債を貸付けることの指図をすることができます。なお、有価証券の貸付

にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行なうものとします。

8. 実質外貨建資産＊の為替ヘッジのため、外国為替の売買の予約を行なうことを

指図することができます。

9. 投資信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性に資するため、一部解約

に伴う支払資金の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れ

た資金の返済を含みます。）を目的として、または再投資に係る収益分配金の

支払資金の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場を通じる場合を含み

ます。）の指図をすることができます。

＊「実質外貨建資産」とは、ファンドに属する外貨建資産（外国通貨表示の有価証

券（以下「外貨建有価証券」といいます。）、預金その他の資産をいいます。以下

同じ。）とマザーファンドの投資信託財産に属する外貨建資産のうちファンドに属

するとみなした額（ファンドに属するマザーファンドの時価総額にマザーファンド

の投資信託財産の純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて

得た額をいいます。）との合計額をいいます。

２ フィデリティ・マネー・プールＶＡ（適格機関投資家専用）の投資制限

①ファンドの投資信託約款に基づく投資制限

(a) 公社債への実質投資割合には制限を設けません。

(b) 株式への実質的な直接投資は行ないません。株式への実質的な投資は、転換社債の

転換および新株予約権（転換社債型新株予約権付社債の新株予約権に限ります。）の

行使により取得したものに限り、株式への実質投資割合は投資信託財産の純資産総額

の５％以内とします。

(c) 外貨建資産への実質投資割合は、投資信託財産の純資産総額の 30％以下とします。

ただし、有価証券の値上がり等により 30％を超えることとなった場合には、速やかにこれ

を調整します。（当該外貨建資産については、為替ヘッジのため外国為替の売買の予約

を行なうことができます。）

(d) 同一銘柄の株式への実質投資割合は、投資信託財産の純資産総額の 5％以内としま

す。

(e) 同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への実質投資割合は、取

得時において投資信託財産の純資産総額の 10％以内とします。

(f) マザーファンド受益証券以外の投資信託証券への実質投資割合は、投資信託財産の

純資産総額の 5％以内とします。

(g) 信用取引の指図は、次の 1．から 6．に掲げる有価証券の発行会社の発行する株券に

ついて行なうことができるものとし、かつ次の 1．から 6．に掲げる株券数の合計数を超え

ないものとします。

1. 投資信託財産に属する株券および新株引受権証書の権利行使により取得する株券

2. 株式分割により取得する株券

3. 有償増資により取得する株券

4. 売り出しにより取得する株券

5. 投資信託財産に属する転換社債の転換請求および新株予約権（転換社債型新株予約

権付社債の新株予約権に限ります。）の行使により取得可能な株券

6. 投資信託財産に属する新株引受権証券および新株引受権付社債券の新株引受権の

行使、または投資信託財産に属する新株予約権証券および新株予約権付社債券の新

株予約権（5.に定めるものを除きます。）の行使により取得可能な株券

(h) 有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有価証券オプション取引の指図

は次の範囲で行なうものとします。なお、外国有価証券市場における現物オプション取

引は公社債に限るものとします。

1. 先物取引の売建およびコール・オプションの売付けの指図は、建玉の合計額が、ヘッジ

の対象とする有価証券（以下「ヘッジ対象有価証券」といいます。）の時価総額の範囲内

とします。

2. 先物取引の買建およびプット・オプションの売付けの指図は、建玉の合計額が、ヘッジ

対象有価証券の組入可能額（組入ヘッジ対象有価証券を差し引いた額）に投資信託財

産が限月までに受取る組入公社債、組入外国貸付債権信託受益証券、組入貸付債権

信託受益権に係る利払金および償還金を加えた額を限度とし、かつ投資信託財産が限

月までに受取る組入有価証券に係る利払金および償還金等ならびに前記「1 フィデリテ

ィ・マネー・プールＶＡ（適格機関投資家専用）の投資対象③投資対象とする金融商品」

1.から 4.に掲げる金融商品で運用している額の範囲内とします。

3. コール・オプションおよびプット・オプションの買付けの指図は、全オプション取引に係る

支払いプレミアム額の合計額が取引時点の投資信託財産の純資産総額の 5％を上回ら

ない範囲内とします。

(i) 通貨に係る先物取引および先物オプション取引の指図は、次の範囲で行なうものとしま

す。

1. 先物取引の売建およびコール・オプションの売付けの指図は、建玉の合計額が、為替

の売予約と合わせて、ヘッジの対象とする外貨建資産（外国通貨表示の有価証券（以下

「外貨建有価証券」といいます。）、預金その他の資産をいいます。以下同じ。）の時価総

額とマザーファンドの投資信託財産に属するヘッジ対象とする外貨建資産の時価総額

のうち投資信託財産に属するとみなした額（投資信託財産に属するマザーファンドの受

益証券の時価総額にマザーファンドの投資信託財産の純資産総額に占めるヘッジ対象

３．その他詳細情報
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とする外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。）との合計額の範囲内

とします。

2. 先物取引の買建およびプット・オプションの売付けの指図は、建玉の合計額が、為替の

買予約と合わせて、外貨建有価証券の買付代金等実需の範囲内とします。

3. コール・オプションおよびプット・オプションの買付けの指図は、支払いプレミアム額の合

計額が取引時点の保有外貨建資産の時価総額の 5％を上回らない範囲内とし、かつ全

オプション取引に係る支払いプレミアム額の合計額が取引時点の投資信託財産の純資

産総額の 5％を上回らない範囲内とします。

(j) 金利に係る先物取引およびオプション取引の指図は、次の範囲で行なうものとします。

なお、現物オプション取引は預金に限るものとします。

1. 先物取引の売建およびコール・オプションの売付けの指図は、建玉の合計額が、ヘッジ

対象とする金利商品（投資信託財産が 1 年以内に受け取る組入有価証券の利払金およ

び償還金等ならびに前記「1 フィデリティ・マネー・プールＶＡ（適格機関投資家専用）の

投資対象③投資対象とする金融商品」1.から 4.に掲げる金融商品で運用しているものを

いい、以下「ヘッジ対象金利商品」といいます。）の時価総額の範囲内とします。

2. 先物取引の買建およびプット・オプションの売付けの指図は、建玉の合計額が、投資信

託財産が限月までに受取る組入有価証券に係る利払金および償還金等ならびに前記

「1 フィデリティ・マネー・プールＶＡ（適格機関投資家専用）の投資対象③投資対象とす

る金融商品」1.から 4.に掲げる金融商品で運用している額（以下「金融商品運用額等」と

いいます。）の範囲内とします。ただし、ヘッジ対象金利商品が外貨建で、投資信託財産

の外貨建資産組入可能額（約款上の組入可能額から保有外貨建資産の時価総額を差

し引いた額。以下同じ。）に投資信託財産が限月までに受け取る外貨建組入公社債およ

び組入外国貸付債権信託受益証券ならびに外貨建組入貸付債権信託受益権の利払

金および償還金を加えた額が当該金融商品運用額等の額より少ない場合には外貨建

資産組入可能額に投資信託財産が限月までに受け取る外貨建組入有価証券に係る利

払金および償還金等を加えた額を限度とします。

3. コール・オプションおよびプット・オプションの買付けの指図は、支払いプレミアム額の合

計額が取引時点のヘッジ対象金利商品の時価総額の 5％を上回らない範囲内とし、か

つ全オプション取引に係る支払いプレミアム額の合計額が取引時点の投資信託財産の

純資産総額の 5％を上回らない範囲内とします。

(k) スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託期間を超

えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものにつ

いてはこの限りではありません。スワップ取引の指図にあたっては、当該投資信託財産に

係るスワップ取引の想定元本の総額とマザーファンドの投資信託財産に係るスワップ取

引の想定元本の総額のうち投資信託財産に属するとみなした額との合計額（以下「スワッ

プ取引の想定元本の合計額」といいます。）が、投資信託財産の純資産総額を超えない

ものとします。なお、投資信託財産の一部解約等の事由により、上記純資産総額が減少

して、スワップ取引の想定元本の合計額が投資信託財産の純資産総額を超えることとな

った場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当するスワップ取引の一部の解

約を指図するものとします。（マザーファンドの投資信託財産に係るスワップ取引の想定

元本の総額のうち投資信託財産に属するとみなした額とは、マザーファンドの投資信託

財産に係るスワップ取引の想定元本の総額にマザーファンドの投資信託財産の純資産

総額に占める投資信託財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額の割合を乗

じて得た額をいいます。）スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金

利等をもとに算出した価額で評価するものとします。

(l) 金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則と

して信託期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約

が可能なものについてはこの限りではありません。金利先渡取引および為替先渡取引の

評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価するも

のとします。

(m) 株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、投資信託財産で保有

する株式の時価合計額の 50％を超えないものとします。前文の限度額を超えることとな

った場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する契約の一部の解約を指

図するものとします。

(n) 公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、投資信託

財産で保有する公社債の額面金額の合計額の 50％を超えないものとします。前文の限

度額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する契

約の一部の解約を指図するものとします。

(o) 外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要

と認められる場合には、制約されることがあります。

(p) 借入金をもって有価証券等の運用は行なわないものとします。

一部解約に伴う支払資金の手当てに係る借入期間は、受益者への解約代金支払開始

日から投資信託財産で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益

者への解約代金支払開始日から投資信託財産で保有する有価証券等の解約代金入

金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から投資信託財産で保有する

有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間とし、

資金借入額は当該有価証券の売却代金、有価証券等の解約代金および有価証券等

の償還金の合計額を限度とします。ただし、当該資金借入額は、借入れ指図を行なう

日における投資信託財産の純資産総額の 10％を超えないものとします。収益分配金

の再投資に係る借入期間は投資信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌

営業日までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。

② 投資信託及び投資法人に関する法律および関係法令に基づく投資制限

(a) 委託会社は、運用財産に関し、金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他

の指標に係る変動その他の理由により発生し得る危険に対応する額としてあらかじめ金

融商品取引業者等が定めた合理的な方法により算出した額が当該運用財産の純資産

額を超えることとなる場合において、デリバティブ取引（新株予約権証券又はオプション

を表示する証券もしくは証書に係る取引及び選択権付債券売買を含む。）を行なうこと、

または継続することを内容とした運用を行なうことを受託会社に指図してはなりません

(b) 委託会社は、同一の法人の発行する株式について、委託会社が運用の指図を行なう全

ての委託者指図型投資信託につき投資信託財産として有する当該株式に係る議決権

の総数が、当該株式に係る議決権の総数に 100 分の 50 を乗じて得た数を超えることと

なる場合において、当該投資信託財産をもって当該株式を取得することを受託会社に

指図してはなりません。
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１ 投資状況（２０２１年６月３０日現在）

資産の種類
国・地

域

時価合計

(円)

投資比率

(％)

親投資信託受益証券 日本 7,629,718,658 100.00

預金・その他の資産（負債控除後） － △60,273 △0.00 

合計（純資産総額） 7,629,658,385 100.00

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。

【参考情報】マザーファンドの投資状況

フィデリティ・マネー・プール・マザーファンド

資産の種類
国・地

域

時価合計

(円)

投資比率

(％)

預金・その他の資産（負債控除後） － 7,629,812,773 100.00

合計（純資産総額） 7,629,812,773 100.00

（注）投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。

２ 投資資産（２０２１年６月３０日現在）

① 投資有価証券の主要銘柄
順

位

種 類 銘柄名
国・地

域

数量

(口数)

帳簿価

額単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投資

比率

(％)

１
親投資信託

受益証券

フィデリティ・マネー・プール・

マザーファンド
日本 7,534,036,396 1.0133 7,634,674,731 1.0127 7,629,718,658 100.00

種類別投資比率
種類 投資比率（％）

親投資信託受益証券 100.00

② 投資不動産物件

該当事項はありません。

③ その他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。

【参考情報】

フィデリティ・マネー・プール・マザーファンド

① 投資有価証券の主要銘柄

該当事項はありません。

  

  

種類別投資比率

該当事項はありません。

４．運用状況
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３ 運用実績

① 純資産の推移

２０２１年６月末日及び同日前１年以内における各月

末ならびに下記計算期間末の純資産の推移は次のと

おりです。

期 年月日

純資産総額

(百万円)

(分配落)

純資産総額

(百万円)

(分配付)

１口当たり

純資産額

(円)

(分配落)

１口当たり

純資産額

(円)

(分配付)

10期 (2011年11月30日) 11,828 11,828 1.0116 1.0116

11期 (2012年11月30日) 13,440 13,440 1.0124 1.0124

12期 (2013年12月2日) 13,564 13,564 1.0131 1.0131

13期 (2014年12月1日) 11,912 11,912 1.0134 1.0134

14期 (2015年11月30日) 10,326 10,326 1.0133 1.0133

15期 (2016年11月30日) 9,693 9,693 1.0125 1.0125

16期 (2017年11月30日) 9,722 9,722 1.0114 1.0114

17期 (2018年11月30日) 8,523 8,523 1.0102 1.0102

18期 (2019年12月2日) 8,243 8,243 1.0090 1.0090

19期 (2020年11月30日) 8,264 8,264 1.0078 1.0078

2020年６月末日 8,425 － 1.0082 －

2020年７月末日 8,446 － 1.0081 －

2020年８月末日 8,468 － 1.0080 －

2020年９月末日 8,369 － 1.0079 －

2020年10月末日 8,378 － 1.0079 －

2020年11月末日 8,264 － 1.0078 －

2020年12月末日 8,356 － 1.0077 －

2021年１月末日 8,329 － 1.0076 －

2021年２月末日 8,331 － 1.0075 －

2021年３月末日 8,271 － 1.0074 －

2021年４月末日 8,169 － 1.0073 －

2021年５月末日 8,096 － 1.0071 －

2021年６月末日 7,629 － 1.0070 －

② 分配の推移

期 １口当たりの分配金 (円)

第10期 0.0000

第11期 0.0000

第12期 0.0000

第13期 0.0000

第14期 0.0000

第15期 0.0000

第16期 0.0000

第17期 0.0000

第18期 0.0000

第19期 0.0000

③ 収益率の推移

期 収益率(％)

第10期 0.1

第11期 0.1

第12期 0.1

第13期 0.0

第14期 △0.0

第15期 △0.1

第16期 △0.1

第17期 △0.1

第18期 △0.1

第19期 △0.1

第20期中

自 2020年12月1日

至 2021年5月31日

△0.1

（注）収益率とは、計算期間末の基準価額（分配付）から前計算期間末の

基準価額（分配落）を控除した額を直前の計算期間末の基準価額（分

配落）で除して得た数に100を乗じて得た数字です。なお、小数点以下

２桁目を四捨五入し、小数点以下１桁目まで表示しております。
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Ⅱ 財務ハイライト情報

以下の記載事項は、「資産の運用に関する重要な事項」の「２. 投資信託（ファンド）の経理

状況」の「財務諸表」に記載された情報を抜粋したものです。

「資産の運用に関する重要な事項」の「２. 投資信託（ファンド）の経理状況」中の「1 財務諸

表」については、当監査対象期間（2019 年 12 月３日から 2020 年 11 月 30 日まで）の財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。その監査報告書は、該

当する財務諸表の直前に添付しております。       

（１）貸借対照表

区 分

   前監査対象期間

2019年12月２日現在

   当監査対象期間

2020年11月30日現在

金 額(円) 金 額(円)

資産の部

流動資産

金銭信託 28,232,845 30,859,997

親投資信託受益証券 8,243,547,569 8,264,182,949

未収入金 15,686,887 56,106,288

流動資産合計 8,287,467,301 8,351,149,234

資産合計 8,287,467,301 8,351,149,234

負債の部

流動負債

未払解約金 43,524,012 86,571,386

未払受託者報酬 114,641 114,314

未払委託者報酬 275,199 274,424

その他未払費用 2,136 2,262

流動負債合計 43,915,988 86,962,386

負債合計 43,915,988 86,962,386

純資産の部

元本等

元本 8,170,200,879 8,200,298,043

剰余金

  期末剰余金又は期末欠損金

（△）

73,350,434
63,888,805

  （分配準備積立金） 334,005 195,634

元本等合計 8,243,551,313 8,264,186,848

純資産合計 8,243,551,313 8,264,186,848

負債純資産合計 8,287,467,301 8,351,149,234

（２）損益及び剰余金計算書

区 分

前監査対象期間

自 2018年12月１日

至 2019年12月２日

当監査対象期間

自 2019年12月3日

至 2020年11月30日

金 額(円) 金 額(円)

営業収益

有価証券売買等損益 △9,051,848 △9,221,640

営業収益合計 △9,051,848 △9,221,640

営業費用

受託者報酬 227,721 231,188

委託者報酬 546,697 554,981

その他費用 18,111 23,415

営業費用合計 792,529 809,584

営業利益又は営業損失（△） △9,844,377 △10,031,224

経常利益又は経常損失（△） △9,844,377 △10,031,224

当期純利益又は当期純損失（△） △9,844,377 △10,031,224

一部解約に伴う当期純利益金額の

分配額又は一部解約に伴う当期純

損失金額の分配額（△）

△1,978,537 △2,288,618

期首剰余金又は期首欠損金（△） 85,798,927 73,350,434

剰余金増加額又は欠損金減少額 37,637,278 38,212,040

当期追加信託に伴う剰余金増加額

又は欠損金減少額
37,637,278 38,212,040

剰余金減少額又は欠損金増加額 42,219,931 39,931,063

当期一部解約に伴う剰余金減少額

又は欠損金増加額
42,219,931 39,931,063

分配金 － －

期末剰余金又は期末欠損金（△） 73,350,434 63,888,805

（３）注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．有価証券の評価基準及び評価方

法

親投資信託受益証券

移動平均法に基づき、時価で評価しております。時

価評価にあたっては、親投資信託受益証券の基準価

額に基づいて評価しております。

２．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

監査対象期間の取扱い

ファンドの監査対象期間は前期末日および翌日が

休日のため、2019年12月３日から2020年11月30日まで

となっております。
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Ⅲ「資産の運用に関する重要な事項」の項目

ファンドの沿革・投資信託（ファンド）の経理状況の詳細・設定及び解約の実績については、「資産の運用に関

する重要な事項」に記載されています。

「資産の運用に関する重要な事項」の項目は以下の通りです。
                                            

１． ファンドの沿革

２． 投資信託（ファンド）の経理状況

１ 財務諸表

（１）貸借対照表

（２）損益及び剰余金計算書

（３）注記表

（４）附属明細表

２ 投資信託（ファンド）の現況

純資産額計算書

３． 設定及び解約の実績
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２００２年 ９月２０日 信託契約の締結、ファンドの当初設定、ファンドの運用開始

２００７年 １月 ４日 投資信託振替制度へ移行

ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭

和 38 年大蔵省令第 59 号）及び同規則第２条の２の規定による、「投資信託財産の計算

に関する規則」（平成12年総理府令第133号）並びに我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に基づいて作成しております。

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

ファンドは、当監査対象期間（2019 年 12 月３日から 2020 年 11 月 30 日まで）の財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。その監査報告書

は、該当する財務諸表の直前に添付しております。

１．ファンドの沿革

２．投資信託（ファンド）の経理状況
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１ 財務諸表

（１）貸借対照表

区 分

   前監査対象期間

2019年12月２日現在

   当監査対象期間

2020年11月30日現在

金 額(円) 金 額(円)

資産の部

流動資産

金銭信託 28,232,845 30,859,997

親投資信託受益証券 8,243,547,569 8,264,182,949

未収入金 15,686,887 56,106,288

流動資産合計 8,287,467,301 8,351,149,234

資産合計 8,287,467,301 8,351,149,234

負債の部

流動負債

未払解約金 43,524,012 86,571,386

未払受託者報酬 114,641 114,314

未払委託者報酬 275,199 274,424

その他未払費用 2,136 2,262

流動負債合計 43,915,988 86,962,386

負債合計 43,915,988 86,962,386

純資産の部

元本等

元本 8,170,200,879 8,200,298,043

剰余金

  期末剰余金又は期末欠損金

（△）
73,350,434 63,888,805

  （分配準備積立金） 334,005 195,634

元本等合計 8,243,551,313 8,264,186,848

純資産合計 8,243,551,313 8,264,186,848

負債純資産合計 8,287,467,301 8,351,149,234

（２）損益及び剰余金計算書

区 分

前監査対象期間

自 2018年12月１日

至 2019年12月2日

当監査対象期間

自 2019年12月3日

至 2020年11月30日

金 額(円) 金 額(円)

営業収益

有価証券売買等損益 △9,051,848 △9,221,640

営業収益合計 △9,051,848 △9,221,640

営業費用

受託者報酬 227,721 231,188

委託者報酬 546,697 554,981

その他費用 18,111 23,415

営業費用合計 792,529 809,584

営業利益又は営業損失（△） △9,844,377 △10,031,224

経常利益又は経常損失（△） △9,844,377 △10,031,224

当 期 純 利 益 又 は当 期 純 損 失

（△）
△9,844,377 △10,031,224

一部解約に伴う当期純利益金額

の分配額又は一部解約に伴う当

期純損失金額の分配額（△）

△1,978,537 △2,288,618

期 首 剰 余 金 又 は期 首 欠 損 金

（△）
85,798,927 73,350,434

剰余金増加額又は欠損金減少

額
37,637,278 38,212,040

当期追加信託に伴う剰余金増

加額又は欠損金減少額
37,637,278 38,212,040

剰余金減少額又は欠損金増加

額
42,219,931 39,931,063

当期一部解約に伴う剰余金減

少額又は欠損金増加額
42,219,931 39,931,063

分配金 － －

期 末 剰 余 金 又 は期 末 欠 損 金

（△）
73,350,434 63,888,805

（３）注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．有価証券の評価基準及

び評価方法

親投資信託受益証券

移動平均法に基づき、時価で評価しております。時価評価にあ

たっては、親投資信託受益証券の基準価額に基づいて評価して

おります。

２．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項

監査対象期間の取扱い

ファンドの監査対象期間は前期末日および翌日が休日のため、

2019年12月３日から2020年11月30日までとなっております。

（貸借対照表に関する注記）

項 目
前監査対象期間

2019年12月２日現在

  当監査対象期間

2020年11月30日現在

１．元本の推移

期首元本額       8,437,609,073 円 8,170,200,879 円

期中追加設定元本額       3,915,579,131 円 4,521,661,994 円

期中一部解約元本額       4,182,987,325 円 4,491,564,830 円

２．受益権の総数       8,170,200,879 口 8,200,298,043 口

３．１口当たり純資産額                 1.0090 円       1.0078 円

（損益及び剰余金計算書に関する注記）

前監査対象期間

自 2018年12月１日

至 2019年12月２日

当監査対象期間

自 2019年12月３日

至 2020年11月30日

１．信託財産の運用の指図に係る権限の

全部又は一部を委託するために要する費

用として、委託者報酬の中から支弁してい

る額

純資産総額に対して年率0.23％以内の額

１．信託財産の運用の指図に係る権限の全

部又は一部を委託するために要する費用と

して、委託者報酬の中から支弁している額

同左

２．分配金の計算過程

計算期間末における配当等収益から費

用を控除した額（0円）、有価証券売買等損

益から費用を控除した額（0円）、信託約款

に規定される収益調整金（82,191,297円）

及び分配準備積立金（334,005円）より分配

対 象 収 益 は 82,525,302 円 （ １ 口 当 た り

0.010101円）でありますが、分配は行って

おりません。

２．分配金の計算過程

計算期間末における配当等収益から費用

を控除した額（0円）、有価証券売買等損益か

ら費用を控除した額（0円）、信託約款に規定

される収益調整金（73,674,131円）及び分配

準備積立金（195,634円）より分配対象収益

は73,869,765円（１口当たり0.009008円）であ

りますが、分配は行っておりません。

（金融商品に関する注記）
Ⅰ．金融商品の状況に関する事項

１．金融商品に対する取

組方針

当ファンドは証券投資信託として、有価証券等の金融商品

の運用を信託約款に定める「運用の基本方針」に基づき行っ

ております。

２．金融商品の内容及び

当該金融商品に係るリ

スク

当ファンドおよび主要投資対象である親投資信託受益証

券が保有する金融商品の種類は、有価証券、金銭債権およ

び金銭債務であり、その内容を当ファンドおよび親投資信託

受益証券の貸借対照表、有価証券に関する注記および附属

明細表に記載しております。

当該金融商品には、性質に応じてそれぞれ、市場リスク

（価格変動、為替変動、金利変動等）、信用リスク等がありま

す。

３．金融商品に係るリスク

管理体制

投資リスクの管理および投資行動のチェックについては、

運用部門が自ら行う方法と運用部門から独立したコンプライ

アンス部門が行う方法を併用し検証しています。

Ⅱ．金融商品の時価等に関する事項

１．貸借対照表計上額、

時価及びその差額

貸借対照表計上額は期末の時価で計上しているため、そ

の差額はありません。

２．時価の算定方法 （１）有価証券

売買目的有価証券

重要な会計方針に係る事項に関する注記「有価証券の評

価基準及び評価方法」に記載しております。

（２）上記以外の金融商品

短期間で決済されることから、時価は帳簿価額と近似して

いるため、当該金融商品の帳簿価額を時価としております。

３．金融商品の時価等に

関する事項について

の補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市

場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

おります。

当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用して

いるため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異な

ることもあります。
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3．設定及び解約の実績

（有価証券に関する注記）
売買目的有価証券

種 類

前監査対象期間

2019年12月２日現在

当監査対象期間

2020年11月30日現在

当計算期間の損益に

含まれた評価差額(円)

当計算期間の損益に

含まれた評価差額(円)

親投資信託受益証券 △7,789,923 △7,810,307

合 計 △7,789,923 △7,810,307

（デリバティブ取引に関する注記）
該当事項はありません。

（関連当事者との取引に関する注記）
該当事項はありません。

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（４）附属明細表

① 有価証券明細表

(ア）株式

   該当事項はありません。

(イ）株式以外の有価証券

種 類 銘 柄 券面総額
評価額

（円）
備考

親投資信託

受益証券

フィデリティ・マネー・

プール・マザーファンド
8,154,907,193 8,264,182,949

親投資信託受益証券 合計 8,154,907,193 8,264,182,949

合 計 8,154,907,193 8,264,182,949

（注）親投資信託受益証券における券面総額の数値は証券数を表示しております。

② 信用取引契約残高明細表

該当事項はありません。

③ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

該当事項はありません。

２ 投資信託（ファンド）の現況

純資産額計算書（２０２１年６月３０日現在）

種 類 金 額 単 位

Ⅰ 資産総額 7,661,628,658 円

Ⅱ 負債総額 31,970,273 円

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 7,629,658,385 円

Ⅳ 発行済数量 7,576,313,592 口

Ⅴ １単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0070 円

下記計算期間中の設定および解約の実績ならびに当該計算期間末の発行済数量は

次のとおりです。

期
設定数量

(口)

解約数量

(口)

発行済数量

(口)

第 10 期 6,697,762,541 6,889,383,667 11,692,937,092

第 11 期 7,590,161,804 6,007,389,350 13,275,709,546

第 12 期 11,924,120,037 11,811,265,075 13,388,564,508

第 13 期 10,558,535,153 12,192,659,138 11,754,440,523

第 14 期 9,224,678,734 10,788,433,271 10,190,685,986

第 15 期 4,590,109,383 5,207,649,719 9,573,145,650

第 16 期 5,398,705,114 5,358,467,333 9,613,383,431

第 17 期 3,961,780,870 5,137,555,228 8,437,609,073

第 18 期 3,915,579,131 4,182,987,325 8,170,200,879

第 19 期 4,521,661,994 4,491,564,830 8,200,298,043

第 20 期中

自 2020 年 12 月 1 日

至 2021 年 5 月 31 日

1,668,737,608 1,830,110,271 8,038,925,380

（注）本邦外における設定及び解約はありません。


